
公共工事の受注に当たって 

 

公共工事の地域経済に与える影響は極めて大きく、また市民の関心も高い

ものとなっています。 

公共工事の施工に当たっては、関係法令の遵守のほか、地元業者、地元資

材を積極的に活用し、雇用の安定と就労の促進を図るとともに、下請契約及

び工事代金等の支払いの適正化を図るなど、下記事項に留意し、優良な工事

の完成を期してください。 

 

記 

 

１ 下請発注の市内優先について 

 ① 下請業者は、市内に本店を置く建設業者から選定するよう努めてください。 

② 下請業者の選定に当たっては、次の項目を選定基準としてください。 

 ア 建設業許可が必要な工事については、その建設業許可を受けていること。 

 イ 市から指名停止を受け、その期間中でないこと。 

 ウ 工事に必要な技術力、労働力、及び設備（機械器具等）を有し、適正な施

工が確保できること。 

 エ 財務内容が適正であること。 

 オ 労働条件が適正であること。 

 カ 労働者派遣法、労働基準法、労働安全衛生法など関係法令に違反していな

いこと。 

 

２ 下請契約の締結について 

 ① 建設工事の全部、主たる部分の工事又は他の部分から独立して機能を発揮す 

   る工作物の工事を一括して他人に請け負わせることはできません。 

   一括下請負に該当するかどうかについては、担当監督員に確認してください。 

② 下請契約は、建設工事標準下請契約約款か、これに準拠した内容の下請契約 

  書により締結し、下請業者に書面を交付してください。また、下請契約を変 

  更するときも、下請業者に内容変更を記した書面を交付してください。 

③ 下請契約における契約金額は、最新の設計労務単価に基づいて積算してくだ

さい。いわゆる歩掛けや一方的な言い値など、取引上の地位を不当に利用し

た下請契約を締結することはできません。また、正当な理由なく下請代金を

減額することも禁止します。 

④ 下請契約に当たっては、下請業者に十分な見積期間を設定してください。
 
⑤　令和元年１０月１日より消費税の率引き上げがございますが、下請業者への
　　新税率の転嫁など、消費税については適正に取り扱ってください。 

この文書は、契約用の書類ではありません。契約書には綴らないでください。 
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